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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ １株当たり四半期（当期）純利益金額は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式数に基づいて算出してお

ります。なお、自己株式数には、信託が保有する当社株式を加算しております。 

４ 平成26年１月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。第41期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額を算定しております。 

５ 第42期第１四半期連結会計期間より「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」(実務対応報告第30号 平成25年12月25日）を適用しており、第41期第１四半期連結累計期間及び

第41期連結会計年度の関連する主要な経営指標等について遡及処理後の数値を記載しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

  なお、当第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理

の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「４ 報告セグメントの

変更等に関する事項」をご参照ください。 

 

回次 
第41期 
第１四半期 
連結累計期間 

第42期 
第１四半期 
連結累計期間 

第41期 

会計期間 
自 平成25年４月１日 

至 平成25年６月30日 

自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日 

自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 27,342 27,559 116,824 

経常利益 （百万円） 4,224 3,266 16,830 

四半期(当期）純利益 （百万円） 1,668 1,918 8,733 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,815 2,083 9,574 

純資産額 （百万円） 73,993 82,914 81,395 

総資産額 （百万円） 256,756 296,948 300,774 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 

（円） 17.26 19.55 89.71 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

（円） 17.00 18.12 84.59 

自己資本比率 （％） 26.1 25.5 24.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 2,567 1,802 24,815 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △10,366 △16,729 △33,747 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 1,517 2,304 22,179 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

（百万円） 32,436 39,343 51,965 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の分析  

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税後の反動で一時的に景気が落ち込んでいるもの

の、雇用情勢の改善や賃金の下げ止まりなどが見られ、内需の拡大に伴い緩やかに持ち直しました。 

このような状況下、当社グループの当第１四半期連結累計期間の状況は、当初想定していた、消費税増税前の駆

け込み需要の反動による消費の落ち込みの影響が一定程度に収まったこと、前年同期にホテルの開業費用が計上さ

れていたのに対し当期は開業が無かったことに加え、開業ホテルが収益に寄与した一方で、未開業ホテルの会員権

収益の一部が開業まで繰延べられることなどにより、売上高は27,559百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益は

2,993百万円（前年同期比2.4％減）、経常利益は3,266百万円（前年同期比22.7％減）、四半期純利益は1,918百万

円（前年同期比15.0％増）となりました。 

なお、当第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及処理後の数値で前年同期比較を行っ

ております。 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、「セグメント利益」は営業利益であります。 

当社グループは当第１四半期連結会計期間において報告セグメントを変更しております。前年同期比較に当たっ

ては変更後のセグメント区分で記載しております。なお、「セグメント情報」に関する詳細は「第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「４ 報告セグメントの変更等に

関する事項」をご参照ください。 

  

(会員権事業)  

会員権事業におきましては、ホテル会員権の販売量が前年同期と比較し増加した一方で、未開業ホテルの会員

権収益の一部が開業まで繰延べられることなどにより減収減益となりました。 

  

 

  
前第１四半期 
連結累計期間 

当第１四半期 
連結累計期間 

前年同期比 

売   上   高 27,342百万円 27,559百万円 0.8％

営  業 利  益 3,068百万円 2,993百万円 △2.4％

経  常 利  益 4,224百万円 3,266百万円 △22.7％

四 半 期 純 利 益 1,668百万円 1,918百万円 15.0％
 

  前第１四半期 
連結累計期間 

当第１四半期 
連結累計期間 前年同期比 

売  上  高 8,619百万円 7,805百万円 △9.5％

セグメント利益 1,270百万円 975百万円 △23.2％
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(ホテルレストラン等事業)  

ホテルレストラン等事業におきましては、前第１四半期連結累計期間において、2013年4月にサンメンバーズリ

ゾート施設「リゾーピア箱根」がリニューアルオープンし、また同年6月には「ホテルトラスティ」７施設目とな

る「ホテルトラスティ金沢 香林坊」が新規開業したことで開業関連費用がかかったのに対し、当期はこれらのホ

テルが収益寄与したことなどにより増収増益となりました。 

  

(メディカル事業)  

メディカル事業におきましては、シニアライフ事業の拡大により売上高が増加したほか、会員数の増加に伴い

年会費収入が増加しましたが、メディカル会員権の販売量が前年同期に比べ減少したことなどにより増収減益と

なりました。 

  

(その他）  

その他におきましては、連結子会社であるアール・ティー開発㈱においてオフィスビルの賃貸料収入が増加し

たことなどにより増収増益となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及処理後の数値で前年同期比較を行っており

ます。 

（資産） 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は296,948百万円（前連結会計年度比1.3％の減少）となりました。これ

は、前連結会計年度末に比べ、有価証券が10,996百万円、投資有価証券が5,740百万円、それぞれ増加した一方

で、現金及び預金が19,706百万円減少したことなどによるものであります。 

  

（負債） 

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は214,033百万円(前連結会計年度比2.4％の減少）となりました。これ

は、前連結会計年度末に比べ、社債が2,500百万円、長期借入金が1,229百万円、前受収益が2,536百万円、それぞ

れ増加した一方で、未払金が7,135百万円、長期預り保証金が4,159百万円、それぞれ減少したことなどによるも

のであります。 

  

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は82,914百万円（前連結会計年度比1.9％の増加）となりまし

た。これは、前連結会計年度末に比べ、利益剰余金が1,132百万円増加したことなどによるものであります。その

結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は25.5％となりました。 

  

 

  前第１四半期 
連結累計期間 

当第１四半期 
連結累計期間 前年同期比 

売  上  高 14,522百万円 14,987百万円 3.2％

セグメント利益 751百万円 1,081百万円 43.9％
 

  前第１四半期 
連結累計期間 

当第１四半期 
連結累計期間 前年同期比 

売  上  高 4,007百万円 4,369百万円 9.0％

セグメント利益 978百万円 821百万円 △16.0％
 

  前第１四半期 
連結累計期間 

当第１四半期 
連結累計期間 前年同期比 

売  上  高 192百万円 397百万円 106.6％

セグメント利益 68百万円 115百万円 67.7％
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析  

当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、39,343百万円（前年

同期比6,907百万円の増加）となりました。なお、当第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、

遡及処理後の数値で前年同期比較を行っております。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金は、1,802百万円の増加（前年同期比764百万円の減少）

となりました。前年同期比の主な減少要因は、法人税等の支払が2,101百万円増加したことなどによります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金は、16,729百万円の減少（前年同期比6,363百万円の減

少）となりました。前年同期比の主な減少要因は、有価証券・投資有価証券の取得による支出が6,330百万円増加し

たことなどによります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金は、2,304百万円の増加 （前年同期比787百万円の増加）

となりました。前年同期比の主な増加要因は、社債の発行による収入が2,487百万円増加したことなどによります。

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  

買収防衛策について  

株式会社の支配に関する基本方針  

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の概要 

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当

社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものである

と考えます。 

当社は、大規模な買付行為を行う買付者は、株主の皆様の判断のために、当該買付行為に関する必要かつ十分な

情報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会の意見形成や代替案作成のための一定の評価期間が経過した後

にのみ当該買付行為を開始する必要があると考えております。 

また、大規模買付行為の中には、当該買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものと認めら

れるものもないとは言えません。当社はかかる大規模な買付行為に対して、当社取締役会が適切と考える方策をと

ることも、企業価値ひいては株主共同の利益を守るために必要であると考えております。 

  

 

  前第１四半期 
連結累計期間 

当第１四半期 
連結累計期間 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,567百万円 1,802百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,366百万円 △16,729百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,517百万円 2,304百万円

現金及び現金同等物の四半期末残高 32,436百万円 39,343百万円
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②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みの

概要 

（a）中期経営計画に基づく取組み 

当社グループは、平成25年４月にスタートした中期経営計画「Ｎｅｘｔ40」において、次なるステージでの成

長へ向けて、お客様との新たな関係を築き上げるとともに変革のスピードを加速させ、たゆまぬ挑戦を続けてい

くことを目指しており、今まで培った事業基盤を活かし、更なる成長に向け、グループ力を最大限に発揮した事

業の創造・確立を図っていきたいと考えております。 

「Ｎｅｘｔ40」の基本戦略は以下の通りです。  

① 会員制リゾート事業の更なる充実と永続モデル確立 

② メディカル・シニアライフ事業の拡大 

③ グループ総合力を活かした複合・周辺事業の拡大 

④ 上記３つの事業戦略実現へ向けた人材基盤・グループ力の強化 

上記の基本戦略を実践していく中で、更なる企業価値を創造するとともに、業界のリーディングカンパニーに

相応しい社会的責任を果たし、株主共同の利益の向上を図ってまいります。 

  

（b）コーポレートガバナンス強化への取組み 

当社は、株主をはじめお客様、取引先、地域社会、従業員すべてのステークホルダーから信頼される企業とな

るため、コーポレートガバナンスの充実を経営上の重要な課題として位置づけています。企業倫理と遵法を徹底

するとともに、内部統制システムを整備し、経営の透明性を確保することに努めています。その一環として、株

主総会の充実、取締役会の意思決定の迅速化、および監督機能の強化、監査役の監査機能の強化等に取り組んで

います。 

  

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

の概要 

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

る取り組みとして、「当社株式の大規模買付への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）を、導入してお

ります。 

本対応方針では、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいま

す。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール（以下「大規模買付ルー

ル」といいます。）を定めております。大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを

判断するために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、更には当社株主の皆様が当社取締役会の代替案の提

示を受ける機会を確保することを目的としております。また、本対応方針を適正に運用し、取締役会によって恣意

的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性を担保するため、当社の業務執行を行う経営陣から独立して

いる社外取締役、社外監査役、及び社外有識者から選任される独立委員会を設置しております。当社取締役会は、

大規模買付者に対し、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に提供することを要請し、当該

情報の提供完了後、大規模買付行為の評価検討のための期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応

じ代替案の策定を行い、公表することとします。大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締

役会は、原則として対抗措置を講じません。ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守している場合で

あっても、当該大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断

した場合には、例外的に、独立委員会の勧告を最大限尊重し、必要かつ相当な範囲内で、また、必要に応じて株主

の皆様の意思を確認の上で、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置を講じることがあります。 

本対応方針は、平成25年６月開催の当社定時株主総会において、その更新について株主の皆様のご承認を賜り同

日から発効しており、その有効期限は、同日から３年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結の時までとなっております。 
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④本対応方針が、会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないこと、会社役

員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由 

本対応方針は、①買収防衛策に関する指針等の要件を充足していること、②会社支配に関する基本方針の考え方

に沿って設計されたものであること、③当社株主の共同の利益を損なうものではないこと、④合理的な手続きが定

められ、独立委員会の活用等、取締役会による適正な運用が担保されていること、⑤デッドハンド型買収防衛策や

スローハンド型買収防衛策ではないこと等の理由から、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

  

本対応方針の詳細につきましてはインターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。 

 （アドレス  http://www.resorttrust.co.jp/） 

  

(5) 研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

わが国における今後の経済情勢につきましては、消費税増税後の警戒感や増税影響で実質的な雇用者所得が減少

していることなどから企業マインド、消費者マインドとも一時的に落ち込んでいる状況でありますが、これらは今

後、内需が堅調に推移するのに伴い、生産が増加、雇用・所得環境も改善し、徐々に回復に向うものと考えられま

す。 

余暇関連産業・市場の動向においては、訪日外国人旅行者の増加や東京オリンピックの開催決定など、国内観光

に明るい兆しが見られており、引き続き国内観光旅行を中心に余暇活動が活性化していくものと考えられます。 

このような環境に即し、当社グループとして、継続的な安定成長により事業拡大を図り企業価値を向上させてい

くことを目標として、会員制リゾート事業などの既存事業の徹底強化とメディカル・シニアライフ事業の拡大を図

り、より安定的な収益基盤を確立すると共に、各事業及び各事業の複合事業及びその周辺事業において、「顧客タ

ーゲット・事業領域・事業エリア」それぞれの拡大と新規事業ビジネスモデルの構築を柱として、最上のホスピタ

リティを提供する「エクセレント・ホスピタリティ・グループ」となることを目指し「輝く人生のために、変革と

果てしなき挑戦」を続けてまいります。 

また、「環境・社会・ガバナンス」において業界のリーディングカンパニーに相応しい社会的責任を果たすと共

に、企業の成長源泉である人材の育成については「社員がよりイキイキと働き、やりがいを感じられる会社」を目

指し、「ホスピタリティ憲章（行動規範）」の実践と追求に向けた人材基盤の強化を図り、更に「当社グループな

らでは」の強みを発揮できるようグループ力の強化を行い総合力を発揮することで、さらなる収益力の強化と企業

価値の向上を図ってまいる所存です。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①  【株式の総数】  

  

②  【発行済株式】  

(注)提出日現在の発行数には、平成26年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】  

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成26年６月30日) 

提出日 
現在発行数(株) 
(平成26年８月８日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 103,411,496 103,411,496

東京証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部）  

単元株式数は100株
であります。 

計 103,411,496 103,411,496 － － 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成26年６月30日 ─ 103,411,496 ─ 14,258 ─ 13,906 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

①  【発行済株式】 

平成26年３月31日現在  

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそ

れぞれ5,324株(議決権53個)及び24株含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。 

  

②  【自己株式等】 

平成26年３月31日現在   

（注）他人名義で所有している理由等 

ＥＳＯＰ「株式給付信託（従業員持株会発展型プラン・株式給付型プラン・業績連動型プラン）」及び株式給

付信託（ＢＢＴ）の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（東京都中央区晴海１

丁目８-12）が所有しております。 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）     

21,536 
－ 

普通株式 5,316,900 

完全議決権株式（その他） 普通株式 97,839,600 978,396 － 

単元未満株式 普通株式 254,996 － － 

発行済株式総数   103,411,496 － － 

総株主の議決権   － 999,932 － 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 
リゾートトラスト株式会社 

名古屋市中区東桜二
丁目18番31号 3,163,300 2,153,600 5,316,900 5.14

計 － 
3,163,300 2,153,600 5,316,900 5.14
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 46,151 26,445 

    受取手形及び売掛金 5,979 4,788 

    営業貸付金 23,305 23,928 

    有価証券 15,698 26,695 

    商品 610 623 

    販売用不動産 5,845 4,818 

    原材料及び貯蔵品 899 898 

    仕掛販売用不動産 8,985 9,004 

    繰延税金資産 4,033 3,079 

    その他 3,039 4,381 

    貸倒引当金 △645 △679 

    流動資産合計 113,904 103,983 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 61,355 61,055 

      機械装置及び運搬具（純額） 2,146 2,100 

      コース勘定 11,036 11,036 

      土地 39,176 40,568 

      リース資産（純額） 2,538 2,465 

      建設仮勘定 2,303 1,496 

      その他（純額） 1,409 1,371 

      有形固定資産合計 119,967 120,093 

    無形固定資産     

      のれん 359 336 

      ソフトウエア 791 713 

      その他 1,952 1,992 

      無形固定資産合計 3,104 3,042 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 49,889 55,630 

      関係会社株式 1,592 1,580 

      長期貸付金 1,357 1,321 

      退職給付に係る資産 225 1,112 

      繰延税金資産 1,441 772 

      その他 15,773 15,859 

      貸倒引当金 △6,483 △6,448 

      投資その他の資産合計 63,797 69,828 

    固定資産合計 186,869 192,964 

  資産合計 300,774 296,948 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成26年６月30日) 

負債の部    

  流動負債    

    支払手形及び買掛金 913 851 

    短期借入金 750 － 

    1年内返済予定の長期借入金 7,089 6,693 

    1年内償還予定の社債 1,675 750 

    リース債務 438 371 

    未払金 12,752 5,616 

    未払法人税等 4,594 426 

    未払消費税等 664 1,271 

    前受金 3,354 4,871 

    前受収益 9,346 11,882 

    債務保証損失引当金 150 161 

    その他 6,796 10,667 

    流動負債合計 48,523 43,566 

  固定負債    

    社債 2,100 4,600 

    新株予約権付社債 15,064 15,061 

    長期借入金 37,893 39,122 

    リース債務 2,385 2,321 

    繰延税金負債 1,072 836 

    役員退職慰労引当金 1,997 2,015 

    株式給付引当金 158 419 

    退職給付に係る負債 1,038 678 

    長期預り保証金 103,924 99,764 

    負ののれん 583 553 

    その他 4,636 5,094 

    固定負債合計 170,855 170,467 

  負債合計 219,378 214,033 

純資産の部    

  株主資本    

    資本金 14,258 14,258 

    資本剰余金 14,653 14,664 

    利益剰余金 48,983 50,116 

    自己株式 △4,971 △4,839 

    株主資本合計 72,923 74,199 

  その他の包括利益累計額    

    その他有価証券評価差額金 1,306 1,382 

    退職給付に係る調整累計額 159 157 

    その他の包括利益累計額合計 1,465 1,540 

  新株予約権 133 109 

  少数株主持分 6,872 7,065 

  純資産合計 81,395 82,914 

負債純資産合計 300,774 296,948 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 27,342 27,559 

売上原価 4,973 4,289 

売上総利益 22,369 23,269 

販売費及び一般管理費     

  給料及び賞与 7,539 8,145 

  役員退職慰労引当金繰入額 14 17 

  修繕維持費 736 565 

  貸倒引当金繰入額 34 7 

  債務保証損失引当金繰入額 10 10 

  水道光熱費 1,150 1,242 

  減価償却費 1,169 1,304 

  その他 8,645 8,982 

  販売費及び一般管理費合計 19,301 20,275 

営業利益 3,068 2,993 

営業外収益     

  受取利息 163 327 

  受取配当金 15 16 

  割賦利息及び手数料 0 0 

  負ののれん償却額 30 30 

  貸倒引当金戻入額 1,049 8 

  持分法による投資利益 4 － 

  その他 55 67 

  営業外収益合計 1,319 450 

営業外費用     

  支払利息及び社債利息 66 112 

  持分法による投資損失 － 10 

  前受金保証料 0 2 

  控除対象外消費税等 68 28 

  その他 28 23 

  営業外費用合計 163 177 

経常利益 4,224 3,266 
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                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

特別利益     

  受取補償金 18 7 

  固定資産売却益 0 1 

  関係会社株式売却益 2 5 

  新株予約権戻入益 0 13 

  特別利益合計 20 28 

特別損失     

  固定資産除却損 5 11 

  固定資産売却損 1 － 

  出資金評価損 1,000 － 

  その他 － 0 

  特別損失合計 1,006 11 

税金等調整前四半期純利益 3,238 3,284 

法人税、住民税及び事業税 641 378 

法人税等調整額 944 898 

法人税等合計 1,586 1,276 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,651 2,007 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △16 89 

四半期純利益 1,668 1,918 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,651 2,007 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 164 77 

  退職給付に係る調整額 － △1 

  その他の包括利益合計 164 75 

四半期包括利益 1,815 2,083 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 1,829 1,992 

  少数株主に係る四半期包括利益 △14 90 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

  税金等調整前四半期純利益 3,238 3,284 

  減価償却費 1,249 1,375 

  のれん及び負ののれん償却額 △6 4 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,019 △0 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 61 － 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 16 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 17 

  受取利息及び受取配当金 △178 △343 

  支払利息及び社債利息 66 112 

  売上債権の増減額（△は増加） 703 575 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 1,628 908 

  仕入債務の増減額（△は減少） △52 △61 

  未払金の増減額（△は減少） △466 △1,353 

  前受金の増減額（△は減少） 129 1,510 

  長期預り保証金の増減額（△は減少） △4,166 △4,265 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △249 732 

  その他 3,990 3,748 

  小計 4,940 6,261 

  利息及び配当金の受取額 73 135 

  利息の支払額 △54 △100 

  法人税等の支払額 △2,392 △4,494 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 2,567 1,802 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

  定期預金の預入による支出 △210 △210 

  定期預金の払戻による収入 260 260 

  有価証券の取得による支出 △14,996 △12,997 

  有価証券の売却及び償還による収入 11,500 7,000 

  投資有価証券の取得による支出 △1,547 △9,877 

  投資有価証券の売却及び償還による収入 500 1,200 

  関係会社株式の取得による支出 △315 － 

  関係会社株式の売却による収入 8 7 

  有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,745 △1,309 

  貸付けによる支出 △32 △16 

  貸付金の回収による収入 1,984 33 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△2,373 － 

  その他 △3,397 △818 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △10,366 △16,729 
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                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 2,850 △750 

  長期借入れによる収入 497 3,210 

  長期借入金の返済による支出 △2,543 △2,376 

  社債の発行による収入 － 2,487 

  社債の償還による支出 △175 △925 

  自己株式の取得による支出 △6 △0 

  自己株式の処分による収入 242 135 

  配当金の支払額 △1,468 △1,603 

  少数株主への配当金の支払額 △0 － 

  その他 2,122 2,127 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 1,517 2,304 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,280 △12,621 

現金及び現金同等物の期首残高 38,716 51,965 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  32,436 ※１  39,343 
 

17



【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

（会計方針の変更等） 

   

  

 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

(退職給付に関する会計基準等の適用) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が887百万円増加、退職給付に係る負債が

377百万円減少し、利益剰余金は818百万円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ8百万円増加しております。 

  
(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用) 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成

25年12月25日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を

認識し、信託から従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に対する当社からの配

当金及び信託に関する諸費用の純額を負債に計上しております。また、従業員に割り当てられたポイントに応じ

た株式数に、信託が自社の株式を取得したときの株価を乗じた金額を基礎として、費用及びこれに対応する引当

金を計上しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に

ついては遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。 

 この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の営業利益が29百万円増加し、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ35百万円増加しております。 

 また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は188

百万円減少しており、前連結会計年度末の預り金（固定負債のその他）及び資本剰余金は、それぞれ142百万円、

684百万円増加し、株式給付引当金、利益剰余金及び自己株式が、それぞれ98百万円、101百万円、605百万円減少

しております。 

 なお、信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度2,373百万円、2,153千

株、当第１四半期連結会計期間2,350百万円、2,126千株であります。 

 また、総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、前連結会計年度279百万円、当第１四半期連結会計

期間256百万円であります。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

１  保証債務 

会員等の金融機関とのローン契約に対して、次のとおり債務保証を行っております。  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

１  配当金支払額  

(注)  平成25年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額は、信託が保有する自社の株式に対する配当金21百万

円を含めて記載しております。 
  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの 

  該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日） 

１  配当金支払額  

(注)１. 平成26年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額は、信託が保有する自社の株式に対する配当金34百

万円を含めて記載しております。 

２. 当社は、平成26年１月１日付で１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。１株当たりの配

当額は、株式分割を考慮した額を記載しております。  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの 

  該当事項はありません。 

 

前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成26年６月30日) 

エクシブ会員 8,753百万円 エクシブ会員 9,965百万円 

ベイコート倶楽部会員 5,351百万円 ベイコート倶楽部会員 5,168百万円 

サンメンバーズフレックス会員 8百万円 サンメンバーズフレックス会員 8百万円 

ハイメディック会員 1,217百万円 ハイメディック会員 1,306百万円 

ゴルフ会員 288百万円 ゴルフ会員 323百万円 

クルーザークラブ会員 33百万円 クルーザークラブ会員 45百万円 

計 15,652百万円 計 16,818百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
  至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
  至  平成26年６月30日） 

現金及び預金 23,092百万円 26,445百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金及
び担保預金 

△749百万円 △249百万円 

有価証券勘定に計上されている取得日
から３ヶ月以内に償還期限が到来する
譲渡性預金 

10,000百万円 13,000百万円 

その他流動資産勘定に計上されている
コールローン 

93百万円 147百万円 

現金及び現金同等物 32,436百万円 39,343百万円 

    
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 1,468 30.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 1,603 16.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

 １ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）  

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、別荘管理業等を含ん

でおります。 

  

 ２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円）  

  

 ３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

「メディカル事業」セグメントにおいて、平成25年５月30日付でトラストグレイス㈱の株式を取得し、子会社化

したことによりのれんが発生しております。 

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては218百万円であります。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日） 

 １ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）  

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、別荘管理業等を含ん

でおります。 

  

 

  
報告セグメント 

その他 
(注) 

合計 
会員権事業 

ホテルレスト
ラン等事業 

メディカル
事業 

計 

売上高        

  外部顧客への売上高 8,619 14,522 4,007 27,150 192 27,342

  セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

82 475 2 560 118 679

計 8,702 14,998 4,010 27,710 311 28,021

セグメント利益 1,270 751 978 2,999 68 3,068
 

利    益 金    額 

報告セグメント計 2,999 

「その他」の区分の利益 68 

四半期連結損益計算書の営業利益 3,068 
 

  
報告セグメント 

その他 
(注) 

合計 
会員権事業 

ホテルレスト
ラン等事業 

メディカル
事業 

計 

売上高        

  外部顧客への売上高 7,805 14,987 4,369 27,162 397 27,559

  セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

87 521 1 611 101 712

計 7,893 15,508 4,371 27,773 498 28,271

セグメント利益 975 1,081 821 2,878 115 2,993
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 ２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円）  

  

 ３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません 

  

 ４ 報告セグメントの変更等に関する事項 

（事業セグメントの区分方法の変更） 

当第１四半期連結会計期間より、組織変更に伴い、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを従来の

「会員権事業」、「ホテルレストラン等事業」、「ゴルフ事業」及び「メディカル事業」の４つから、「会員権事

業」、「ホテルレストラン等事業」及び「メディカル事業」の３つに変更しております。従来「ゴルフ事業」に含め

ておりましたゴルフ場のレストラン及びホテルに附帯したゴルフ場については「ホテルレストラン等事業」へ含め、

ゴルフ場会員権及びゴルフ事業子会社のゴルフ場については「会員権事業」に含めております。 

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載して

おります。 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「会計方針の変更等」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、退職給付に関する会計基準等を適用した

ことに伴い、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更しております。 

 この結果、従来の方法に比べて当第１四半期連結累計期間のセグメント利益は8百万円増加しております。なお、各

報告セグメントへの影響は軽微であります。 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用） 

「会計方針の変更等」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、「従業員等に信託を通じて自社の株式を

交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成25年12月25日）を適用したことに伴い、前第１

四半期連結累計期間のセグメント利益は遡及処理後の数値になっております。 

 この結果、従来の方法に比べて前第１四半期連結累計期間のセグメント利益は、会員権事業で6百万円、ホテルレス

トラン等事業で12百万円、メディカル事業で9百万円、その他で0百万円、それぞれ増加しております。 

  

(金融商品関係) 

   四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  
(有価証券関係) 

   四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

   四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

 

利    益 金    額 

報告セグメント計 2,878 

「その他」の区分の利益 115 

四半期連結損益計算書の営業利益 2,993 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

   

(注) １ 社債額面金額よりも高い価額で発行したことによる当該差額に係る当期償却額（税額相当額控除後）であり

ます。 

   ２ １株当たり四半期純利益金額は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式数に基づいて算出しております。

なお、自己株式数には、信託が保有する当社株式を加算しております。 

３ 平成26年１月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。前期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額を算定しております。 

４ 当第１四半期連結会計期間より「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第30号 平成25年12月25日）を適用しており、前第１四半期連結累計期間の四半期純利

益金額について遡及処理後の数値を記載しております。 
  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
  至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
  至  平成26年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 17円26銭 19円55銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益金額(百万円) 1,668 1,918 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,668 1,918 

普通株式の期中平均株式数(千株) 96,659 98,141 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 17円00銭 18円12銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益調整額(百万円) － △2 

（うち社債発行差金の償却額 
（税額相当額控除後）（百万円）） （注１） 

（－） （△2）

普通株式増加数(千株) 1,451 7,582 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

── ── 
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(重要な後発事象) 

（重要な子会社の設立） 

当社は、平成26年７月11日付で、下記のとおりハワイ州に子会社を設立することを決議いたしました。 

なお、平成26年７月31日付の臨時報告書に記載のとおり、当社が当該子会社への増資を全額引き受けることを

同日決議しており、増資後の同社の資本金の額は当社の資本金の額の100分の10以上に相当する予定であるため、

当社の特定子会社に該当する予定であります。 

  

１. 子会社設立の目的 

米国ハワイ州で事業を展開予定であり、現地ホテルを取得するため、子会社を設立することと致しました。 

  

２. 設立子会社の概要  

  

３. 今後の日程 

（1）平成26年８月上旬 １回目 増資（予定） 

（2）平成26年９月末頃 ２回目 増資（予定） 

（3）平成26年９月末頃 固定資産（ハワイのホテル）を取得（予定） 

  

（重要な契約の締結） 

当社は、平成26年７月31日付で、ハワイにおける固定資産（ザ・カハラ・ホテル＆リゾート）の取得につい

て、当社と所有者である「カハラ・ホテル・インベスターズＬＬＣ」との間で、停止条件付き売買契約を締結す

ることを決議し、契約締結いたしました。当該固定資産取得の権利については、当社から米国現地法人

「Resorttrust Hawaii, LLC」へ譲渡し、相手先より同年９月30日（現地時間）に物件の引渡しを予定しておりま

す。 

  
２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

商号 Resorttrust Hawaii, LLC 

所在地 
1001 Bishop Street, ASB Tower, Suite 2100, 
Honolulu, Hawaii 96813 

事業内容 ホテル経営 

資本金 1,000米ドル 

設立年月日 平成26年７月25日 

当社の出資比率 100％ 

事業年度の末日 12月31日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

 

24



独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成26年８月８日

リゾートトラスト株式会社 

取締役会  御中 

   

   

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリゾートトラス

ト株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日

から平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リゾートトラスト株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

 

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員業
務執行社員 

 公認会計士  福    井      淳         
 

指定有限責任社員業
務執行社員 

 公認会計士  岡  野  英  生    
 

指定有限責任社員業
務執行社員 

 公認会計士  近  藤  繁  紀    
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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